Duty of Loyal cooperation between the EU and its Member States in the mixed agreement by 中西 優美子
（EC条約10条（現EU条約４条３項）：（EU）司法裁判所2010年４月20日大法廷
判決）
（C-246/07 Commission v. Sweden [2010] ECR I-nyr.）
〔事実〕
残留性有機汚染物質（Persistent Organic Pollutants:以下POPs）に関するストッ
クホルム条約（以下ストックホルム条約）が，2001年５月22日に採択され，2004年
５月17日発効した。EUにおいては，理事会が2004年10月14日の決定により，ストッ
クホルム条約を承認した
（１）
。また，POPsに関して，長距離越境大気汚染条約の下で
デンマークのオーフスにおいて議定書が1998年６月24日に採択された（以下オーフ
ス議定書）。EUにおいては，ストックホルム条約およびオーフス議定書に服する物
質の生産，上市および利用の禁止，可能な限りの段階的廃止または制限をすること
によってPOPsから人間の健康および環境を保護することを目的とする規則（いわ
ゆるPOPs規則）が2004年４月29日に採択された
（２）
。
2004年８月４日，欧州委員会はオーフス議定書および/またはストックホルム条
約の関連付属書に含まれるべき物質の追加につきEC（現EU）とEU構成国を代表し
て提出するための許可に関する理事会決定の提案を行った
（３）
。委員会の同提案は，
オーフス議定書に関しては，ヘクサクロロブタジエン，オクタブロモジフェニル
エーテルおよびペンタクロロベンゼンが付属書Ⅰに，ポリ塩化ナフタレンが付属書
ⅠおよびⅢに，短鎖塩素化パラファインが付属書Ⅱに含まれるようにすること，ス
トックホルム条約に関しては，オーフス議定書と同様の物質に加えてクロルデコン，
ヘクサブロモビフェニルが付属書Ａに，ポリ塩化ナフタレンが付属書ＡおよびＣに，
短鎖塩素化パラファインが付属書Ｂに含まれるように交渉をすすめることを定めて
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いた。しかし，本件で問題となるパーフルオロオクタンスルホン酸（以下PFOS）
の付属書への包含は同提案の対象となっていなかった。
理事会の国際環境問題に関する作業部会の会合が2004年９月８日に開かれた。
そこでスウェーデンは，ストックホルム条約の関連付属書のリストにPFOSを追加
する共通提案に賛同を示したが，同時に，提案をストックホルム条約の事務局に
一方的に提出する可能性も示唆した。2005年３月10日に理事会は，ストックホルム
条約の付属書のリストに追加する物質に関する共通の立場を含む決議を採択した。
2005年５月２～６日にストックホルム条約の第１回締約国会議が開催され，そこで
は，共同体と構成国によって２つの物質クロルデコンとヘキサブロモビフェニール
がリストに追加されるよう提案された。また，その会合において，補助機関である
残留性有機汚染物質検討委員会（POPRC）の設置が決定され，同年11月に初会合
が開かれることになった。
2005年７月６日，理事会の国際環境問題に関する作業部会は，オーフス議定書と
ストックホルム条約の付属書に追加する物質についての前述した欧州委員会の提案
を検討した。オーフス議定書に関しては，欧州委員会の提案通りの５物質に合意し，
ストックホルム条約については，第２回締約国会議の際にいくつかの物質のリスト
への追加が提案されるべきことが合意されたが，どの物質かについては合意に至ら
なかった。PFOSについては，共同体レベルで管理措置の明確化について作業が進
行中であり，欧州委員会が管理措置に関する提案をした時点でPFOSがオーフス議
定書に包含されるよう提案すべきであることが確認された。2005年７月14日，ス
ウェーデンは，ストックホルム条約の事務局に同条約付属書ＡリストにPFOSを追
加する提案を一方的に提出した。
このスウェーデンの一方的な提案の提出を受け，欧州委員会は，そのような行為
は，共同体の国際的なレプレゼンテーション（international representation）を分
裂させ，統一性を損なうことになり，EC条約10条（現EU条約４条３項）の下での
義務を怠ったことになるとして，2005年12月９日にEC条約226条（現EU運営条約
258条）に従った条約違反手続を開始した。この手続の中で，スウェーデンは，共
同体レベルではPFOSに関する措置は存在せず，それに関して提案する権限は維持
しており，EC条約10条（現EU条約４条３項）の義務違反はなかったと回答した。
欧州委員会は，この回答に満足せず，2007年５月22日，事件を欧州司法裁判所に付
託した。これが，本件である
（４）
。
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〔法務官意見〕
本件の判決に先立ち，法務官マデュロ（Maduro）は，裁判所に意見を提出した。
法務官は，その中で次の２つの点から検討した。第１は，実質的な観点，つまり，
ストックホルム条約の付属書リストにPFOSを追加するというスウェーデンの提案
が共同体と構成国の国際的なレプレゼンテーションの統一性を損なうか否かという
点である。第２は，手続的な観点，つまり，進行中の共同体の意思決定過程と提案
を調整することをせず，そのような提案を提出することができたか否かという点で
ある。（意見32－33段）
法務官は，第１の点につき，以下のように述べた。共同体およびその構成国の国
際的なレプレゼンテーションの統一性は，独立した価値（independent value）はな
く，EC条約10条（現EU条約４条３項）の下での誠実協力の義務の表現にすぎない。
そのような統一性が誠実協力の義務によって要請されるか否かという問題は，個別
の協定に定められる義務を分析することによってのみ解かれる。この分析の基準は，
構成国による共有権限の行使が共同体の権限の行使を著しく損なう可能性があるか
否かということである。（意見37－38段）スウェーデンの一方的な提案提出により
共同体に困難が生じるが，極端なものではない。そのような困難は，構成国の合法
的な権利およびその権限の維持に対して均衡がとれたものである必要がある。共同
体の機関がスウェーデンに環境や市民の健康を保護することを妨げるのであれば，
スウェーデンの権限行使を難しいものにするだろう。よって，スウェーデンは，
PFOSをリストに追加するように提案する権限をもっていた。（意見43－44段）
また，法務官は，第２の点につき，以下のように述べた。誠実協力の義務は，２つ
の効果をもつ。１つは，構成国が共同体の意思決定手続と協力すること，２つ目は，
構成国が，意思決定過程が結論に至るまで，少なくとも合理的な期間，個別の行動
をとることを慎むことである。（意見49段）スウェーデンは，前半の義務は履行し
たように見えるが，後半の義務については，スウェーデンの行動が共同体意思決定
過程に過度に影響を与え，共同体の政治過程の一体性を損なわせしめたであろう。
（意見50段）
以上のように述べ，法務官は，スウェーデンは，一方的に提案を提出したことに
より，EC条約10条（現EU条約４条３項）の義務に違反したという結論に至った。
（意見59段）
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〔判旨〕
１．EC条約10条（現EU条約４条３項）の誠実協力義務について
司法裁判所は，EC条約10条（現EU条約４条３項）の誠実協力義務について，こ
れまでの判例を引用しつつ，以下のように確認した。
条約の目的に一致するすべての分野において，EC条約10条は，構成国に共同体
の任務の達成を容易にし，条約の目的の達成を危険にさらしめるようないかなる措
置もとらないように要請する。（判決69段）真の協力の義務は，一般的な適用であ
り，関係する共同体の権限が排他的であるか，あるいは，第三国に対して義務を負
う構成国の権利なのかには依らないと判示してきた。（判決71段）ある協定または
条約の規定対象の一部が共同体に，残りが構成国に属することが明らかである場合，
交渉および締結の過程ならびにその義務の履行の両方において構成国と共同体機関
間の密接な協力を確保することが不可欠である。共同体の国際的レプレゼンテー
ションにおける統一性の必要性から協力する義務が生じる。（判決73段）構成国は，
理事会によりまだ採択されていないものの，委員会が理事会に提案を提出した場合，
特別な作為と不作為の義務に服すると判示してきた。（判決74段）同様に，共同体
を代表して委員会に多角的交渉を行うことを許可する理事会決定の採択は，国際的
平面での協調共同体行動（concerted Community action）の開始を表し，それがたと
え構成国の不作為義務を根拠づけなくとも，共同体の任務達成を容易にし，共同体
の行動および国際的レプレゼンテーションの一貫性を確保するために，少なくとも
構成国と共同体機関間の密接な協力の義務を要請すると判示してきた。（判決75段）
２．共同体戦略（Community strategy）の存在について
裁判所は，本件において，スウェーデンがストックホルム条約の付属書Ａに
PFOSの追加を要請する提案を行ったとき，理事会は，いかなる形式的決定も採択
していなかったと確認した上で，共同体戦略が存在したか否かの検討をした。
まず，裁判所は，誠実協力義務違反の訴訟の枠組における共通の立場の存在およ
びその考慮にとっては，共通の立場の内容が法的に十分明確である限り特定の形態
を示していることは必要とされないということを出発点とした。（判決77段）
次に，裁判所は，2005年３月の理事会の決議において，PFOSは当時オーフス議
定書の付属書に含まれておらず，EUにおいてPOPsとして規律されていなかったた
め，同議定書またはストックホルム条約の付属書リストに追加すべき物質として考
262 専修ロージャーナル　第６号 2011. 1
慮される必要がなかったこと，また，ストックホルム条約付属書に追加すべき物質
の数を制限しているのは経済的考慮が共同体戦略の一部であったという主張を支持
するものであることを示した。（判決80－81段）さらに，裁判所は，PFOSに関する
管理措置について委員会がEU立法を提案すれば，PFOSがオーフス議定書の中に入
れられよう提案することが予定されていたこと，2005年７月６日の理事会の国際環
境問題に関する作業部会の会合ではストックホルム条約の第２回締約国会議でいく
つかの物質が追加提案されるべきことが合意されたものの，どの物質が追加される
かについては合意が至らなかったことを挙げ，意思決定における真空（vacuum）
あるいは決定の不在に相当する待機期間はなかったように見えるとした。（判決
85－87段）以上のことから，裁判所は，ストックホルム条約の付属書Ａリストに
PFOSを追加するという提案をしないという共通戦略が存在したと認定した。（判決
89段）さらに，裁判所は，2005年３月の理事会の決議および2005年７月の理事会の
国際環境問題に関する作業部会の議事録においてPFOSは付属書リストに追加すべ
き物質の１つでなかったことが明らかであるとし，ストックホルム条約に関連し，
経済的要因を含むすべての関連要因を考慮することが望ましいとEUの機関が考え
たため，PFOSがオーフス議定書の付属書に追加提案をすることに合意したものの
ストックホルム条約付属書に追加提案することには至らなかったという理解を示し
た。（判決89－90段）
以上のことから，裁判所は，一方的な提案によりスウェーデンは理事会における
協調共通戦略（concerted common strategy）から自ら逸脱したと判断した。（判決
91段）
３．EC条約10条（現EU条約４条３項）違反について
裁判所は，EC条約10条（現EU条約４条３項）違反の審査に当たって，まず上述し
たようにスウェーデンの行為が協調共通戦略から逸脱したことを認定した。この上
で，裁判所は，スウェーデンの提案による影響があるのか否か，EC条約176条
（現EU運営条約193条）により正当化されうるのか否かを以下のように審査した。
①スウェーデンの提案による影響
まず，裁判所は，ストックホルム条約の枠組においては，同条約23条２項および
25条２項により構成国と地域経済統合組織（EC）は権利を競合的に行使すること
はできないことを確認した。（判決93段）スウェーデンは，付属書の修正からEUが
オプトアウトできることを示唆したが，裁判所は，そのような解釈はEUが提案さ
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れた修正の非受諾を宣言する立場にあることを前提としており，その前提はストッ
クホルム条約25条２項の下では崩れうると判示した。（判決98段）さらに，裁判所
は，同項にもかかわらず，EUが非受諾の宣言をすることができたとしても，その
ような状況は，構成国，同条約の事務局および条約の加盟国であるEUの非構成国
に対して法的不安定を生じさせうるだろうとした。（判決99段）また，裁判所は，
EUがストックホルム条約の締約者であるため，同条約の事務局が付属書を通知し
た日から１年以内に非受諾の宣言を前もって通知しない限り修正された付属書によ
り拘束されることになろうとした。（判決100段）よって，裁判所は，スウェーデン
の提案提出により開始されるストックホルム条約の意思決定過程の審査は，その提
案がEUに対して影響をもつことを示しているとした。（判決101段）
②EC条約176条（現EU運営条約193条）の適用
裁判所は，スウェーデンの一方的提案は，構成国がより厳格な措置をとることを
許容するEC条約176条（現EU運営条約193条）により許容されるとする同国の主張
を退けた。（判決102段）その理由として，裁判所は，EC条約176条に基づく構成国
の厳格な措置にはEUは拘束されないが，ストックホルム条約の修正提案にはEUが
拘束されることになることを挙げた。（判決102段）
③結論
裁判所は，構成国を理事会における協調共通戦略から逸脱させ，ストックホルム
条約のような機構的および手続的枠組の中に提出された構成国の一方的提案によっ
て特徴づけられる本件のような状況は，EUとその構成国の国際的レプレゼンテー
ションにおける統一性の原則を損ない，関連条約の締約国に対する交渉力を弱める
ことになりうるとした。（判決103－104段）よって，裁判所は，EC条約10条（現EU
条約４条３項）違反であるという委員会の主張は，理由ありとした。（判決105段）
〔評釈〕
Ⅰ．本判決の意義
本判決の意義は，EUと構成国が共同で協定を締結した（混合協定（mixed
agreement））の場合における構成国の権限行使の限界を示し，また，EC条約10条
（現EU条約４条３項）に定められるEUの機関と構成国の誠実協力義務の文脈にお
いて国際的レプレゼンテーションにおける統一性に対し新たな位置づけをしたこと
にある。
混合協定の形態は，EUが条約の締約者になることを認められていない場合を除
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き，EUが締結しようとする条約規定対象に対してEUと構成国に権限が分属してい
る場合，つまり，EUが条約の規定事項に対して１部権限を有するものの，残りは
構成国の権限に属している場合，あるいは，EUは規定事項に対して包括的な権限
を有しているものの，同権限の性質が競合的権限（concurrent competence）であり，
結果構成国との共有権限（shared competence）である場合に，発生する。EUが共有
権限を有する場合，EUの対内において，構成国はEUが権限を行使しない範囲にお
いてその権限を行使することができる（EU運営条約２条２項）。これが，対外関係に
おいて，どのようなことを意味することになるかが問題となったのが本件である。
Ⅱ．対外関係における誠実協力義務の発生時期
裁判所は，804/79事件において，EC条約５条（現EU条約４条３項）に従った作
為・不作為義務は，理事会によってまだ採択されていないとしても欧州委員会が理
事会に提案を提出した場合構成国に課されるとし，同時に，委員会による理事会に
対する提案は，協調共同体行動（concerted Community action）に対する出発点を
意味すると判示した
（５）
。これは，対内関係における誠実協力義務の発生時期であった。
これに対して，裁判所は，構成国の第三国との二国間協定の締結が問題となった，
C-266/03（委員会対ルクセンブルク）事件
（６）
およびC-433/03（委員会対ドイツ）事件
（７）
に
おいて，対外関係における同義務の発生時期を判示した。裁判所は，両事件におい
て，共同体を代表して多角的協定の交渉を委員会に許可する決定の採択が国際的平
面における協調共同体行動の開始を意味するとした。
本件では，事実概要で示したように，すでにEUと構成国が混合協定の形で国際
条約を締結した後の，同条約の枠組における構成国の一方的な提案が問題となった。
本件では，PFOSに関する理事会の決定の採択および提案もなく，また，同物質の
ストックホルム条約付属書リストへの追加のための理事会の交渉許可もなかった。
しかし，裁判所は，PFOSに関して共同体戦略（Community Strategy）が存在した
か否かという観点から検討し，PFOSを追加するという提案をしないという共同体
戦略が存在したと認定した。裁判所は，ここから，スウェーデンがその一方的な提
案提出により理事会における協調共通戦略（concerted common strategy）から逸
脱したとの結論に至った（判旨２参照）。
この本判決により対外関係における誠実協力義務は，理事会による委員会に対す
る交渉許可決定が存在する場合に限定されず，理事会における共同体戦略（現在で
はEU戦略）が存在すると認定されうる場合にも発生することが明らかにされた。
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その義務の違反には，構成国の行動が協調共通戦略からの逸脱を意味するものなの
か否かがネックとなっていることも明確にされた。
Ⅲ．共有権限の場合の構成国の権限行使の範囲
委員会は，混合協定の場合は，構成国は個別に行動することを許されず，共同体と
タンデムを組んでのみあるいは共同体に代表されてのみ可能であるとした。しかし，
法務官は，この主張がすべての混合協定の場合に当てはまるとは限らないとし，
個々の混合協定を分析することが必要であるとした。その際，分析の基準は，構成国
による共有権限の行使が共同体の権限の行使を著しく損なう可能性があるか否かで
あるということを示した。その分析基準に基づき，本件においては，法務官は，ス
ウェーデンの一方的な提案はEUに著しい影響を与えるものではなく，EUに生じう
る困難はスウェーデンの合法的権利および権限の行使の妨げと均衡しないとし，同
国は一方的に権限を行使することができたと判断した（上述法務官意見第１点目
参照）。
裁判所は，共有権限の場合に対外関係において構成国が一般的にどのような権限
をもっているのかは明らかにしなかった。裁判所は，本件においてスウェーデンの
ストックホルム条約の枠組における一方的な提案が協調共通戦略からの逸脱とな
り，その一方的提案は，EUに対して看過できない影響をもつとして，EC条約10条
（現EU条約４条３項）に定める誠実協力義務違反になるということを判示するにと
どまった。
また，スウェーデンは，EC条約176条（現EU運営条約193条）に基づき，一方的な
提案が許容されると主張した。EC条約176条（現EU運営条約193条）は，構成国が
EUの措置よりもより厳格な環境保護措置をとることを維持しさらに導入すること
を認めている
（８）
。これは，構成国国内法がEUの措置よりもより厳格であることを許
容するものであるが，この条文を対外関係にも適用できると主張した。すなわち，
POPS規則は存在するものの，PFOSに関してはまだEUで規律がなく，ストックホ
ルム条約という国際的な平面で規律がなされるよう提案することが，EC条約176条
（現EU運営条約193条）に定められる厳格な措置に相当すると主張した。
委員会は，このような一方的な提案はより厳格な国際法法規の導入であり，その
効果は提案をした構成国のみならず，共同体にも及びうるとして，その援用可能性
を否定した。
裁判所は，委員会の主張に沿い，EC条約176条（現EU運営条約193条）に基づく国
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内の厳格な措置にはEUは拘束されないが，ストックホルム条約の修正提案にはEU
が拘束されることになるとして，同条文を適用できないと判示した。
これにより，EUと構成国の共有権限に基づき締結された混合協定であり，すで
に理事会において共同体戦略（現在はEU戦略）が存在する場合には，構成国の一方
的な行為は，協調共通戦略行為からの逸脱を意味し，さらに，その構成国の行為が
EUに影響を与える際には，EC条約10条（現EU条約４条３項）に定める誠実協力義
務に違反するということが明らかになった。換言すれば，そのような状況の場合，
構成国はたとえ共有権限を維持していていたとしても，それを行使できないことを
意味する。対内関係の場合は，EU立法が提案された後に構成国は権限を行使でき
ないということになるが，対外関係の場合は，共同体戦略が存在したと認定されれ
ば，権限を行使できなくなり，構成国の権限行使の自由度が減ることになる。
Ⅳ．EUと構成国の国際的レプレゼンテーションにおける統一性の原則
対外関係における共同体と構成国間の協力義務については，拙稿
（９）
において検討し
てきた。そこでは，AETR事件
（10）
において，ECが包括的排他的条約締結権限を有する
場合は，構成国が不作為義務を負っていること，Kramer事件
（11）
において，ECが包括
的競合的条約締結権限を有する場合には，構成国は原則的に国際法上の義務を負う
ことができるが，共同体が後にその権限を行使する際に障害となるような義務を負
うことは慎まなければならないこと，そのような義務を負う際には構成国は共同の
行動をとらなければならないとされたことを明らかにした。また，共同体と構成国
のそれぞれが部分的な権限を有する場合，つまり，条約規定の対象が共同体と構成
国に分属している場合，裁判所が共同体と構成国の密接な協力の義務の存在を認め
（決定1/78事件
（12）
），また，対外関係上の共同体の国際的レプレゼンテーションにおけ
る統一性の必要性により協力の義務が生じるとしたこと（裁判所意見2/91事件
（13）
）を
示した。さらに，裁判所意見1/94事件
（14）
においては，裁判所が決定1/78事件および意
見2/91事件に言及しつつ，同様のことを判示したことを示した。これらの諸判例は，
上述した本件の判決73段で再確認された。
別の言い方をすると，共同体機関と構成国間の協力義務が共同体の国際的レプレ
ゼンテーションにおける統一性の必要性（requirement of unity）から生じるという
ことが裁判所意見2/91事件以降，繰り返し判示されてきた。これは，最近の判例，
裁判所意見1/08事件においても見られる
（15）
。
本件の法務官は，上述したように，共同体およびその構成国の国際的なレプレゼ
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ンテーションの統一性は，独立した価値（independent value）はなく，EC条約10条
（現EU条約４条３項）の下での誠実協力の義務の表現にすぎず，そのような統一性
が誠実協力の義務によって要請されるか否かという問題は，個別の協定に定められ
る義務を分析することによってのみ解かれるとした（前述意見37段）
（16）
。また，Hillion
は，協力の義務は，相互の義務であり，EUは共有権限の場合構成国の権限を尊重
しなければならないとし，また，統一性の必要性（requirement of unity）それ自体
は，協力の義務を結果の義務（obligation of result）に変換することはできず，そ
れは独立した法的義務というよりもむしろ義務の解釈と運用の際の指針のようなも
のであると捉えた
（17）
。このように統一性の必要性にはその文言から法的な義務とまで
は言えないという解釈が示されていた。
しかし，本件では，本件のような状況の中でのスウェーデンの一方的な提案が，
EUとその構成国の国際的レプレゼンテーションにおける統一性の原則を損ない，
関連条約の締約国に対する交渉力を弱めることになりうるとした（判決104段）。こ
れまでの諸判例では，共同体の国際的レプレゼンテーションにおける統一性の必要
性（requirement of unity in the international representation of the Community,
Notwendigkeit einer einheitlichen völkerrechtlichen Vertretung der Gemeinschaft,
l'exigence d'une unité de représentation internationale de la Communauté）という
文言が用いられてきたが，本件では，連合と構成国の国際的なレプレゼンテーショ
ンにおける統一性の原則（the principle of unity in the international representation
of the Union and its Member States, der Grundsatz der Einheit im internationalen
Auftreten der Union und ihrer Mitgliedstaaten, le principe d'unité dans la
représentation internationale de l'Union et de ses États membres）という言葉が用
いられた。これまでEU機関と構成国の協力の義務が統一性の必要性から導かれる
という文脈で表現されていたものが，本件では，法的には強化されたと捉えられる
「原則（principle）」という文言が用いられ，構成国の提案行為が同原則を損ない，
EC条約10条（現EU条約４条３項）に違反するとされた。これにより，裁判所は，
法務官の意見やHillionの見解とは異なり，国際的なレプレゼンテーションにおける
統一性を一つのEU法の原則と認め，それに独立した法的な価値を認めたと捉えら
れるであろう。なお，これまでの判例では共同体のみの国際的レプレゼンテーショ
ンに言及されていたが，本件では，EUと構成国となっており，構成国にも配慮が
なされている。これは，リスボン条約によりEU諸条約が改正され，文言上は，構
成国のみ義務を規定していたEC条約10条がEU条約４条３項になり，EUと構成国の
268 専修ロージャーナル　第６号 2011. 1
相互の義務を定めていることにも影響を受けている可能性がある。
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